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平成 27 年国勢調査 就業状態等基本集計 福井県結果の概要 

〔基準日：平成 27 年 10 月 1 日〕 

 

１ 労働力状態 

・労働力率は 62.4％で全国より 2.4 ポイント高く第 3位、女性は 53.9％で平成 22 年より 

0.9 ポイント上昇し全国第 1位 

 平成 22 年 平成 27 年 増減 

総数 
労働力人口 424,477 人 412,705 人 ▲11,772 人 

労働力率 62.9％（全国第 8位） 62.4％（全国第 3位） ▲0.5 ポイント 

男 
労働力人口 237,076 人 226,758 人 ▲10,318 人 

労働力率 73.7％（全国第 13 位） 71.7％（全国第 9位） ▲2.0 ポイント 

女 
労働力人口 187,401 人 185,947 人 ▲1,454 人 

労働力率 53.0％（全国第 2位） 53.9％（全国第 1位） ＋0.9 ポイント 

全国 
労働力人口（総数） 63,699,101 人 61,523,327 人 ▲2,175,774 人 

労働力率（総数） 61.2％ 60.0％ ▲1.2 ポイント 

※1 労働力人口とは、15 歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの 

※2 労働力率は 15 歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く）に占める労働力人口の割合 

 

２ 就業者 

・就業率は 60.4％で平成 22 年より 0.8 ポイント上昇し全国第 3位（女性の就業率 1.7 

ポイント上昇が寄与）、女性の就業率は 52.6％で全国第 1位 

 平成 22 年 平成 27 年 増減 

総数 
就業者数 402,251 人 399,169 人 ▲3,082 人 

就業率 59.6％（全国第 5位） 60.4％（全国第 3位） ＋0.8 ポイント 

男 
就業者数 222,248 人 217,914 人 ▲4,334 人 

就業率 69.1％（全国第 12 位） 68.9％（全国第 6位） ▲0.2 ポイント 

女 
就業者数 180,003 人 181,255 人 ＋1,252 人 

就業率 50.9％（全国第 2位） 52.6％（全国第 1位） ＋1.7 ポイント 

全国 
就業者数（総数） 59,611,311 人 58,919,036 人 ▲692,275 人 

就業率（総数） 57.3％ 57.5％ ＋0.2 ポイント 

※就業率は 15 歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く）に占める就業者数の割合 

 

３ 夫婦の労働力状態 

・共働き世帯（夫婦ともに「就業者」の世帯）の割合は 58.6％で全国第 1位を堅持 

 平成 22 年 平成 27 年 増減 

共働き世帯数 100,155 世帯 100,705 世帯 ＋550 世帯 

共働き率 56.8％（全国第 1位） 58.6％（全国第 1位） ＋1.8 ポイント 

全国の共働き世帯数 12,676,196 世帯 13,080,450 世帯 ＋404,254 世帯 

全国の共働き率 45.4％ 47.6％ ＋2.2 ポイント 

※共働き率は夫婦のいる一般世帯に占める共働き世帯の割合 
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４ 従業上の地位別就業者数  

・雇用者に占める「正規の職員・従業員」の割合は 69.8％で全国より 4.7 ポイント高く第 3位、 

 女性は 53.9％で全国第 2位 

 平成 22 年 平成 27 年 増減 

総数 
正規の職員・従業員数 222,598 人 222,307 人 ▲291 人 

雇用者に占める割合 70.5％（全国第 3位） 69.8％（全国第 3位） ▲0.7 ポイント 

男 
正規の職員・従業員数 141,142 人 140,148 人 ▲994 人 

雇用者に占める割合 84.5％（全国第 6位） 84.3％（全国第 6位） ▲0.2 ポイント 

女 
正規の職員・従業員数 81,456 人 82,159 人 ＋703 人 

雇用者に占める割合 54.8％（全国第 2位） 53.9％（全国第 2位） ▲0.9 ポイント 

全国 
正規の職員・従業員数（総数） 30,436,159 人 30,333,371 人 ▲102,788 人 

雇用者に占める割合（総数） 65.8％ 65.1％ ▲0.7ポイント 

 

５ 産業 

・産業部門別では、第 3次産業の割合が上昇 

・産業分類別では、「卸売業，小売業」が最も減少、「医療，福祉」が最も増加 
 

産業部門別割合の推移 

 平成 22 年 平成 27 年 
増減 

就業者数 割合 就業者数 割合 

第 1次産業 15,641 人 4.0％ 14,826 人 3.8％ ▲0.2 ポイント 

第 2次産業 125,977 人 31.9％ 122,602 人 31.3％ ▲0.6 ポイント 

第 3次産業 253,605 人 64.2％ 254,676 人 65.0％ ＋0.8 ポイント 

※「分類不能の産業」を除いた就業者総数に占める割合 

なお、小数点以下第 2位を四捨五入した結果としているため、合計が 100 とならない場合がある。 
 

増減が大きい産業の推移 

 平成 22 年 平成 27 年 
増減 

就業者数 割合 就業者数 割合 

卸売業，小売業 64,499 人 16.0％ 60,800 人 15.2％ ▲0.8 ポイント 

医療，福祉 44,768 人 11.1％ 50,759 人 12.7％ ＋1.6 ポイント 

※「分類不能の産業」を含めた就業者総数に占める割合 

 

６ 外国人就業者数 

平成 22 年 平成 27 年 増減数 増減率 最も多い国籍 

6,312 人 5,990 人 ▲322 人 ▲5.1％ 中国（34.2％） 

（全国） 

807,996 人 ＋48,633 人    ＋6.4％ 中国（28.8％） 759,363 人 


